議　事　録
　次の審議会等を下記のとおり開催した。

	審議会等名称
	神奈川県生活習慣病対策委員会　
かながわ健康プラン２１（第２次）目標評価部会　

	開催日時
	平成28年12月19日（月）18：00～19：45

	開催場所
	万国橋会議センター　403号室

	（役職名）

出席者
	（部会長）渡辺　哲
佐藤哲郎、佐野喜子、堤明純、古畑公、横山徹爾

	次回開催予定日
	平成29年３月16日（木）

	問い合わせ先
	所属名、担当者名　　保健福祉局保健医療部健康増進課
健康づくりグループ　磯﨑・島田
電話番号　　　　　　０４５－２１０－４７７３
ファックス番号　　　０４５－２１０－８８５７

	下欄に掲載
するもの
	議事録
	議事概要とした理由
	

	審議経過
	議題

１　「かながわ健康プラン２１（第２次）」の中間評価について
２  目標に係る取り組み状況について
報告
１　かながわ健康プラン２１目標評価ワーキング（H28.10.3）の報告
　　　・中間評価に活用する県民健康・栄養調査
【議題】
１「かながわ健康プラン２１（第２次）」の進捗状況について
＜事務局より資料１～３－２について説明＞
○渡辺部会長：資料１のスケジュールについて、何か質問はありますか。
○古畑委員：県民健康・栄養調査は平成25～27年の調査結果をまとめるということですが、平成28年度は国の拡大調査となっています。平成28年の結果は、どういう取扱いを予定していますか。
●事務局：平成28年の国民健康・栄養調査のデータは、国に申請して入手し、推移を見る上で使用する予定です。
○古畑委員：どのくらいの参考値として使うのでしょうか。基本は平成25～27年の結果で評価するのでしょうか。
●事務局：基本は、平成25～27年の３年間の県民健康・栄養調査結果で評価します。
○渡辺部会長：国民健康・栄養調査は該当の調査地区が毎年違いますよね。
●事務局：国民健康・栄養調査は無作為抽出のため、毎年調査該当地区は異なるため、それに合わせて県民健康・栄養調査も行います。基本的に、中間評価の数値目標については、県民健康・栄養調査の結果はベースのデータとして使いますが、評価の仕方については、ベースとなっている数値目標以外に様々な参考資料を使います。それらを組み合わせて評価をしたいと考えていますので、プラスアルファの参考値として、国民健康・栄養調査の結果も十分活用したいと考えています。
○渡辺部会長：資料２について、目標値の進捗状況に穴がありますが、データは揃うのでしょうか。
●事務局：入手時期は書いている通りですが、何年かに１回の調査もあります。県民健康・栄養調査は平成25年～27年分の合算したデータがすでに記載されています。歯科は年度末にデータが揃い、それらが埋まる程度で来年度を迎える予定です。
○横山委員：県民健康・栄養調査は、現在平成27年に記載されていますが、平成25～27年の内、何年度の扱いとするのでしょうか。
●事務局：どこで数値目標の値を取るかで、進捗度によって評価の度合いが変わってくるため、早急に検討し、お知らせします。
○横山委員：県民健康・栄養調査として調査をしたのは１回だけですか。
●事務局：平成22年の県民健康・栄養調査は単年で実施し、県独自に地域範囲を増やして設定しました。しかし客体数が少ないということで、平成21年～23年、25年～27年の３年間で合算し、毎年国民健康・栄養調査に上乗せして行っています。
○古畑委員：平成29～31年の県民健康・栄養調査は、また調査範囲を拡大するのでしょうか。
●事務局：その時、また国民健康・栄養調査の範囲で、３年を合算して出して、最終評価に使用します。
○古畑委員：平成28年の国民健康・栄養調査は拡大調査ですが、３年間の県民健康・栄養調査の結果としては使わないということでよろしいでしょうか。
●事務局：基本的に、３年間の県民健康・栄養調査で評価します。しかし、国民健康・栄養調査も全体の傾向を見るには有用なため、平成28年の結果も合わせて中間評価には使います。
○堤委員：数値の見方の確認ですが、資料２のp.２の16「気分障害の患者数」で、平成20年は53,000人、平成25年は平成23年の結果として101,000人、平成26年は68,000人としていますが、平成25年に暫定値として平成23年のデータが記載されているのは、どのような意図でしょうか。
●事務局：患者調査を出典元としていますが、この調査は３年ごとに実施されています。平成25年は調査を実施していないので、経過を見るにあたり、直近の平成23年のデータを参考値として見られるように掲載しました。
○堤委員：基準値から数値が上がった後、下がっているように見えるため、混乱のない数字の書き方をしたほうがよいと思います。
●事務局：目標値を平成20年から10％減少としており、平成23年に一旦、データが増加していることを踏まえ、どのように評価するか課題です。
○横山委員：確認ですが、16番「気分障害の患者数」は総患者数か、それとも推計患者数でしょうか。
●事務局：確認します。
○佐藤委員：資料２のp.２の17番「朝食を欠食する小学５年生の割合」で調べているのは、食べているか、食べていないかだけで、他に食事内容の詳細も調査しているのでしょうか。
●事務局：内容については調査していません。食育に関する数値目標は、県食育推進計画の共通項目を活用し、設定しています。
○渡辺部会長：次に資料３-１、３-２の「かながわ健康プラン２１（第２次）」推進に係る取組実績について、取組実績の事業数は、毎年全ての対象機関にアンケートを取っているのでしょうか。ほぼ毎年事業数が増えているようですが、回答に漏れはないのでしょうか。
●事務局：調査の対象機関は、資料３－２の上に数字があり、毎年ほぼ同様に行っています。市町村は担当課への調査になっているため、それ以外の全ての部署の結果を集めるのは難しく、参考値としてお考えいただければと思います。
○横山委員：「よくできた」～「よくできなかった」という自己評価はどのような調査の仕方をしたのでしょうか。
●事務局：基準は設けず、主観での評価を聞いています。
○横山委員：数字の見方として、たとえば県119の事業数のうち84の事業が良くできた、と読むのでよいですか。
●事務局：そうです。
【議題２】中間評価について
＜事務局より資料４～５について説明＞
〇堤委員：中間評価のイメージから伺いますが、中間評価方法（案）について、（１）関係団体の取組みに対する評価はプロセス評価として大切ですが、メインはアウトカムとして、どの様なことが達成できたかということになると思います。中間評価方法の順番として（１）を最後にもってきたほうが良いのではないでしょうか。
〇渡辺部会長：（２）がメインということでしょうか。
●事務局：（２）がメイン、次に（１）というように、中間評価の方法の順番を変更することは可能です。
〇渡辺部会長：その方がすっきりしてますね。
〇古畑委員：それがよいと思います。資料３-２について、関係団体の自己評価について、「よくできた」機関は、今後も維持するが、できなかったところを、来年以降の健康プラン後半でどのように導くかが重要だと思います。中間評価では今回の結果をまとめればいいですが、後半を次の段階として、どう励ますか等を考えないと結果を発表するだけになってしまうのではないでしょうか。その点も評価の中に盛り込んだ方が良いです。また、がんばってきた事例の内容を紹介しアピールすることにより、他団体も真似できるのではないでしょうか。
〇渡辺部会長：中間評価が終わったら、それを基に後半どうするか考えるんですよね。
●事務局：まだ中間評価報告書の体裁は、どうするか決定していませんが、今後中間評価の後、どういう課題があるかは、来年度の報告書の時に整理してご相談させていただきたいと思います。
〇横山委員：取組み実績の市町村格差の縮小においては、やってない市の扱いが大事になると思いますので、どこがやっていないかというのは集計可能でしょうか。
●事務局：元データはあるので集計できると思われます。どのように行うかは方法をご相談したいと思います。
〇渡辺部会長：市町村ごとの結果は出さないのでしょうか。
●事務局：出せます。
〇横山委員：健康日本２１の第一次の最終評価の時に、都道府県の内、何％が取り組んでいるかというのを出していたのですが、あのイメージでしょうか。
●事務局：そのような出し方も可能だと思われます。
〇古畑委員：今までがんばってきた事例の内容を、中間評価で紹介しアピールすると、他団体も真似できるのではないでしょうか。
●事務局：報告書の中で、コラムとして好事例を紹介することも考えられます。
〇渡辺部会長：では次に、新たな指標の設定について何かご意見ありますか。
〇堤委員：指標について事務局からは、65歳からの平均自立期間を二次医療圏単位で評価するのがご提案ということでよろしいですか。
●事務局：そうです。
〇堤委員：平均寿命の併記があってもよいのではと思うが、いかがでしょうか。
●事務局：目標項目１番においては、平均寿命を上回る健康寿命の延伸をみており、目標項目１番と２番の健康格差を合わせて評価していく事でいいのではないか、と考えています。市町村の進捗を見せるのは主旨ではないですが、地域ごとの傾向がわかればよいと考えています。ただ、両方示すのは問題ではありませんので、専門家の見解で、両方が良いというならば、対応可能です。
〇堤委員：二次医療圏のことでは、示し方についてご配慮があったと思うので、それならば平均寿命もあればよいのでは、と思いました。
〇古畑委員：参考資料で国の推進専門委員会の資料がありますが、これについて事務局から説明をお願いします。
●事務局：国では、健康格差を都道府県の健康寿命の差で見ており、p.７、８にあるように、健康寿命の分布で標準偏差を見ていこうと考えています。基準値と評価時に見比べた時に、健康寿命全体が高い方に移動し、かつ標準偏差を示す幅が狭くなることが、評価として目指す方向となると考えています。
〇横山委員：健康格差縮小を具体的に表したのがp.７で、この考え方を使って都道府県別健康寿命の平成22年と25年の比較を表したのがp.８の結果図Ｍ１です。この理論は十分ではないところがあるので、さらに議論が必要と考えられます。また、この図の中には都道府県の名前はなく、標準偏差の全体図として見ています。そのため、二次医療圏は出しつつ、33市町村の名前を出さず、65歳からの平均自立期間の分布だけ示すのは良いのではと思います。同様に、p.３の図でも、どの市町村の結果が悪いかはわかりません。
〇古畑委員：両方あっても良いと思います。
〇横山委員：また、これを示す時に、誤差が大きいため、１番や２番等、細かい順位の変動にこだわっても仕方がないということを強調しました。そのために、p.３に誤差表をつけました。
●事務局：市町村にも、そうした事情をわかっていただければと思います。数値を二次医療圏で出す等の工夫をしたいと思います。p.７説明図Ｂの真の値と推定値のどちらで見ていけばいいのでしょうか。
〇横山委員：それは、やってみないとわからないです。平均自立期間の標準誤差は計算していますか。
●事務局：出していません。
〇横山委員：それが必要ですが、計算がうまくいかないこともあるので、試してみないとわかりません。うまく出なかったら、生のデータで出すことも考慮する必要があると思います。二次医療圏ごとなら誤差が小さいので、計算できないことはないでしょう。
〇古畑委員：データを表に出すかどうかは県の判断ですが、出してみるのは、今後の県からの働きかけ方の参考になるのではないでしょうか。
●事務局：現在、内部資料としてデータを持っており、広めの範囲で傾向を見るのは良いのですが、そのまま示すのは、影響も大きく難しいところがあります。方向性が見えるなら二次医療圏で出したいと考えています。
〇堤委員：平均寿命にこだわらなくでもいいかと思いました。資料５について確認ですが、平均寿命と65歳からの平均自立期間が並べて書いてあり、この平均自立期間が健康寿命を表すとすると、神奈川県で言うと、65歳プラス17.34歳が健康寿命ということになるのでしょうか。
●事務局：65歳からの平均自立期間は、65歳まで生きられた方についてのデータになります。
〇堤委員：それですと、両方並べてあると混乱するのではないかと思います。
〇横山委員：０歳からの平均自立期間を計算することは可能でしょうか。
●事務局：県の平均自立期間は65歳以上の要介護認定２～５を受けていない方を対象としているため、難しいと思います。
〇横山委員：若い年齢の数字も一緒に計算していると思いますが、厚労省の「健康寿命のページ」にある、橋本先生のツールなら出ているはずです。
●事務局：厚労省のものを使っています。
〇横山委員：それなら、信頼区間も出ています。
●事務局：人口と死亡は５歳きざみで０歳からデータを取っていると思いますが、第一号被保険者のデータのみ把握しています。
〇横山委員：第二号被保険者は把握していませんか。
●事務局：若い方のデータは集めておらず、第二号被保険者も把握していません。
〇渡辺部会長：グラフを作るのには、二次医療圏のデータを使うのでしょうか。
●事務局：数字は二次医療圏を使いたいと思っています。グラフは、計算をやってみてうまく出るか試し、算出できれば次回の部会で示したいと考えています。
〇渡辺部会長：平均寿命と、65際からの平均自立期間の出し方は、誤解のないようにお願いします。
〇古畑委員：資料５のカラーの地図で、こういう見せ方も面白いと思いますが、最終的なイメージはどのようなものでしょうか。
●事務局：今回いくつかのパターンをお見せしていますが、二次医療圏で示すなら、それで組み直すのは可能です。
〇渡辺部会長：次に出典元の変更についてですが、国がデータを公表しない項目はやむを得ないですね。
〇堤委員：出典元の見直しを行ったことは、どこかに記録しますか。
●事務局：報告書に記載します。
〇古畑委員：資料１で、平成28年の国民健康・栄養調査の拡大調査を、参考値として使う旨は、スケジュールの中にも示したほうがよいと思います。
●事務局：資料のスケジュール、報告書に明記します。
【報告】かながわ健康プラン２１目標評価ワーキングの報告
＜事務局より資料６について説明＞
○渡辺部会長：県民健康・栄養調査の実施地区はどのように決めていますか。
●事務局：国民健康・栄養調査の対象地区をそのまま使っているため、該当地区に偏りがあります。
以上
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